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服
部
県
政
の
二
期
目
の
本
格
予
算
を
伴
う
六
月

定
例
会
が
、
六
月
十
日
か
ら
七
月
四
日
の
日
程
で

開
催
さ
れ
ま
し
た
。
「未
来
へ
の
礎
を
築
き
、
飛

躍
・発
展
す
る
福
岡
県
へ
」を
令
和
七
年
度
当
初

予
算
の
テ
ー
マ
に
掲
げ
、
福
岡
県
の
未
来
、
飛
躍
・

発
展
の
「礎
」と
な
る
施
策
を
予
算
に
盛
り
込
ん
で

い
ま
す
。 

 

令
和
七
年
度
の
当
初
予
算
は
、
一
般
会
計
で
二

兆
一
千
八
百
七
十
七
億
八
千
二
百
万
円
余
、
特

別
会
計
の
総
額
で
一
兆
一
千
二
百
六
十
六
億
七

千
三
百
万
円
余
、
企
業
会
計
の
総
額
で
、
四
百
八

十
五
億
六
千
九
百
万
円
余
と
な
って
お
り
、
一
般

会
計
は
前
年
度
当
初
予
算
比
二.

六%

増
と
な
って

お
り
ま
す
。 

 

歳
入
で
は
、
法
人
二
税
が
堅
調
で
あ
る
こ
と
か

ら
、
県
税
な
ど
で
七
百
八
十
五
億
円
の
増
と
な
って

お
り
、
ま
た
、
の
処
遇
改
地
方
財
政
計
画
に
お
い

て
、
地
方
交
付
税
総
額
が
増
と
な
っ
た
こ
と
に
伴

い
、
地
方
交
付
税
が 

百
二
十
二
億
円
の
増
と
な
っ

て
お
り
ま
す
。 

 

県
債
は
、
県
有
施
設
の
整
備
な
ど
に
伴
う
通
常

債
の
発
行
増
が
あ
った
一
方
、
臨
時
財
政
対
策
債
の

新
規
発
行
が
な
か
った
こ
と
か
ら
、
県
債
全
体
で
は

八
十
三
億
円
の
減
と
な
って
お
り
ま
す
。 

 

歳
出
で
は
、
保
育
士
の
処
遇
改
善
な
ど
に
よ
り

保
育
給
付
費
負
担
金
が
増
加
し
た
こ
と
な
ど
か

ら
、
社
会
保
障
費
が
二
百
八
億
円
の
増
と
な
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お
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ま
す
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一
方
、
コ
ロ
ナ
融
資
の
返
済
進
捗
に
伴
う
預
託
金

な
ど
の
減
に
よ
り
、
行
政
施
策
費
が
百
九
十
五
億

円
の
減
と
な
って
お
り
ま
す
。
ま
た
、
酷
暑
に
対
応

す
る
国
の
措
置
を
踏
ま
え
た 

光
熱
費
の
負
担
軽
減
を
目

的
と
し
た
補
正
予
算
は
十

六
億
四
百
万
円
余
と
な
って

い
ま
す
。  
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藏内勇夫福岡県議会議長 

全国都道府県議会議長会長

就任 
  
藏内勇夫議長の全国都道府県議会

議長会会長へのご就任を心からお

慶び申し上げます。 

  

藏内議長は、長年にわたり福岡県

議会を牽引してこられ、また、

「九州の自立を考える会」の会長

として、真の地方分権型社会の実

現に向けた政策提言などに積極的に取り組まれています。 

 様々な課題に直面している地方行政が、真正面から取り組み、乗り越えていくた

めには、二元代表制の執行部と議会がしっかりと連携し、対応していくことが必要

です。藏内儀長におかれましては、地方の声を国政に届けて頂き、地方が抱える課

題の解決に果敢に取り組んで頂くことを全国の都道府県議会が期待を寄せていま

す。ご活躍を心から祈念申し上げます。 



以下に主な施策予算を掲載します。 





県民生活商工委員会は、多様な主体の協働の推進、県民の文化及びスポーツの振興、男女

共同参画社会の推進、安全・安心まちづくり及び消費者政策の推進、中小企業振興、先端

成長産業の育成、観光振興、企業立地の推進、電気・工業用水道及び工業用地造成事業などについて審査及び調査を行っています。  

県民生活・商工常任委員会 

県民生活常任委員会 

（令和７年７月１日 開会中） 

1 所管事務の概要 

2 陳情 1件 

  ・選択的夫婦別姓についての陳情書 

3 所管事務調査 3件 

（1）令和7年度組織改正について〔商工部所管分〕 

（2）指定管理者による管理運営の実施状況について 

（3）「第6次福岡県男女共同参画計画」の策定について 

4 報告事項 2件 

（1）パラスポーツタレント発掘・育成事業「フクオカ・パラスター・プロジェクト

（Ｆ-ＳＴＡＲ）」について 

（2）令和7年度スポーツフェスタ・ふくおか「第68回福岡県民スポーツ大会」の開催

について 

5 各種委員の選出について 

6 閉会中の調査事項について 

7 今後の委員会活動について 

県の仕事は非常に広範囲かつ複雑なので、議案等を能率よく専門的に審査するために、委員会を設置しています。委員会は、閉会後も必

要に応じて審査や調査を行い、県政に反映させるため活動しています。常任委員会は、その所管に属する県の事務に関する調査及び議

案、請願等を審査するため設置されています。  

「フクオカ・パラスター・プロジェクト (F-STAR)」について 

 
１．概要 

(1) 目的 

  パラスポーツに対する優れた素質や潜在的な能力を有する人材を発掘・育成 

  する仕組みを構築し、本県から世界で活躍できるパラアスリートを継続的に 

  輩出する。 

(2) 対象競技 

  陸上、バドミントン、ボッチャ、ゴールボール、水泳、 車いすバスケット 

  ボール、車いすテニス 

(3) 主催 福岡県、一般社団法人福岡県障がい者スポーツ協会 

 

２．令和7年度事業計画 

 

(1) パラスポーツ体験会(年2回) 

・6月7日 (土) 福岡県立スポーツ科学情報センター 「アクシオン福岡」 

・9月7日(日) クローバープラザ 

 

(2) 測定会 (1次選考)・競技相談 (年2回) 

・8月3日 (日) 10月11日 (土) クローバープラザ 体育館・プール  

 ※1次選考を通過した者を対象に、 2次選考を令和8年1月に実施 

 

(3) 育成プログラム 

ア． 開講式 

・令和7年4月13日 (日) 場所:県庁講堂 

イ．受講生 

・1stステージ 35名  

・2ndステージ  8名 

・3rdステージ  1名※ 

※3rdステージ受講生について 

  ・今年度、初の3rdステージ昇格者1名が誕生 

 ・バドミントン 世界ランキング : 29位 

ウ 1stステージ・プログラム 

・部門ごとの定期練習会(月1回程度) 

・中央競技団体 (NF) からのトップコーチを招

聘した練習会(年2回程度) 全部門 

 の受講生の参加による全体強化練習会(年1回) 

・スキルアップ研修 (食育、メンタルトレーニング等の座学) (年6回程度) 

エ 2nd/3rdステージプログラム 

・活動拠点での練習支援 (週1回程度) 

・中央競技団体等が主催する大会等への出場 

・中央拠点体験 (トップアスリートやトップコーチとの交流) (年1回) 

・スキルアップ研修 (スポーツ理論、 ドーピング等の座学) (年4回程度) 

パラスポーツタレント発掘・育成事業 



 

 

国際的経済競争の激化、外国の人材受入れ拡大などグローバル社会の進展に伴う課題及び国際交流に関する諸施策の推進を図るため14名の委員をもって構

成する。 

1 外国人観光客の増加に伴う課題に関する諸調査 

2 外国人労働者の受入拡大、外国人材の活用等多文化共生社会に関する諸調査 

3 県内商工業及び農林水産業の国際競争力の強化に関する諸調査 

4 九州国立博物館、新県立美術館等による文化交流その他の国際交流に関する諸調査 

国際化・多文化共生社会調査特別委員会（副委員長） 

国際化・多文化共生社会調査特別委員会 
 令和７年６月定例会において議長より、「国際化・多文化共生社会調

査特別委員会委員」に選任されました。そして閉会後に開催された同委

員会において、副委員長に選任されました。（本調査特別委員会は令和

３年４年に所属しています。）前期の「子育て支援・人財育成調査特別

委員会」でも副委員長でしたが、本委員会においてもしっかり委員会を

運営し調査活動に取り組んで参りたいと思います。 

  

国際化・多文化共生社会調査特別委員会では、外国人観光客増加に伴う

課題に関する諸調査があります。本県の外国人延べ宿泊者数は水際対策

が緩和された令和４年１０月以降急速に回復し、令和５年５月の新型コ

ロナウイルス感染症の５類移行後はコロナ前を上回る水準で推移してお

ります。昨年４月の統計データでは、コロナ前の令和元年同月比で４

４％増の約５９万人泊と大きく伸びている状況です。 

 現在、外国人観光客誘客に向けた本県の取り組みは、地理的に近接

し、直行便も多い東アジアや東南アジア、一人当たりの旅行支出額が高

い欧米豪を主なターゲットとして力を入れて取り組んでいます。特に特

別感のある体験を好む傾向がある欧米豪の方向けに、久留米絣をテーマ

に、旅行前後にオンラインで講義を行う専門性の高い体験プログラムを

開発しています。また、台湾、韓国、オーストラリアなど海外でも人気

が高いサイクルツーリズムの推進として、県内１０の広域サイクリング

ルートで路面標示などの整備や、ツール・ド・九州２０２４に合わせて

サイクリング周遊型旅行商品の造成、販売を行ってきました。さらに、

海外向けプロモーション活動として、海外での現地商談会、旅行博への

出展や現地メディア、旅行会社等の招請、海外向け観光情報サイトであ

るビジット福岡の開設、ＳＮＳを活用した情報発信、イギリス、オース

トラリアにおいて本県の観光誘客窓口である観光セールスレップを通じ

た本県の認知度向上、誘客促進の取組を実施してきています。 

  

 外国人労働者の受入れ拡大、外国人材の活用など多文化共生社会で

は、令和５年末の県内に在住する外国人の数は平成３０年末からの５年

間で２２，６００人以上増加しております。中でも令和元年度に新たに

設けられた在留資格である特定技能や技能実習、技術・人文知識・国際

業務といった働き手としての外国人が大きく増えております。 

 福岡県外国人相談センターでの多言語による相談対応や、令和６年１

０月に開設した福岡イズ・オープンセンターでの生活や就労、在留資格

等に係る相談にワンストップで対応する体制の構築、令和５年１２月に

開設した多言語ポータルサイト福岡イズ・オープンでの教育、医療など

の外国人向け生活関連情報の発信、外国人材受入れ企業等に対する相談

支援や企業講習会の実施、外国人材の雇用に関する情報を集約した福岡

県外国人材活用サポートページの開設など、外国人が安全、快適に暮ら

すための支援を行うとともに、外国人材がその能力を十分に発揮し適正

に就労できるための支援に取り組んでいます。さらに、働き手不足が顕

著である介護分野では、外国人材の活用を進めるため、介護福祉士の資

格取得のための支援にも取り組んできているところです。また、既に日

本で生活し、日本語や日本の文化、習慣を理解している留学生は、卒業

後、地元企業に就職することにより地域社会の担い手として活躍するこ

とが見込まれるため、留学生の就職活動を支援するとともに、企業の雇

用促進に向けて、留学生の受入れに係るセミナーや企業向けの相談支

援、企業と留学生の交流機会の創出などの取り組みを行います。 

 県内商工業及び農林水産業の国際競争力の強化については、令和６年

５月にロンドン、パリに訪問団を派遣し、ロンドンでは八女茶や伝統工

芸品の販売状況や効果的な発信方法について意見交換をするとともに、

現地旅行会社やメディアなどを対象とした観光セミナーを実施し、本県

の食や観光をＰＲしています。また、パリでは、グルメ情報サイト、

ラ・リストの創業者や在フランス日本国大使館の公使などとの意見交換

会において、八女茶や県産酒をはじめとする県産食材の提供を行い、高

い評価を得たとの報告がありました。さらに令和６年１１月にはタイ王

国バンコク都を訪問し、バンコク都における本県の認知度向上とタイか

らのさらなる誘客、県産農林水産物の販売拡大を目的に、福岡フェアや

観光セミナー、ＰＲ試食会を実施したとの報告があり、こうした取り組

みを通じ、本県への一層の誘客、県産品の販路拡大を図るとされまし

た。 

 その他の国際交流についてとしては、昨年５月に米国ハワイ州を訪問

し、両知事の間でワンヘルス推進の重要性を共有した上で、太平洋を挟

む両地域が人と動物の健康と環境が調和した社会づくりにグローバルに

貢献することをうたった共同宣言をまとめられています。 

 また、ワンヘルスに関しましては、令和６年１１月にタイ王国バンコ

ク都を訪問した際に両知事の間でワンヘルスの推進に係る基本合意書の

署名式を行うとともに、県議会とバンコク都議会との間でもワンヘルス

分野を含んだ協力関係確立に関する協定を締結しています。 

 このように国際化・多文化共生社会に関わる諸問題は少子高齢化、企

業の経済活動、地域の受入れ環境など様々な要因が複雑に影響し合って

おり、長期的、総合的な観点からの施策が必要であります。グローバル

社会の推進に伴う課題解決に向けてより効果のある施策を実施しなくて

はなりません。２年間の調査特別委員会ですが、委員長をサポートしな

がら、委員会の各委員の意見、要望などを十分に踏まえ、関係各部各課

や関係機関との連携を強化してまいります。 

特別委員会は、特定の案件を審査又は調査するため、必要がある場合に設置されます。本県議会では、現在6つの

特別委員会が設置されています。  



福岡県日韓友好議員連盟（副会長）   

【日韓国交正常化60周年記念式典】 

 

 令和7年6月23日、福岡県日韓友好議員連盟の副会長として、日韓国交正常化

60周年記念式典に出席してきました。 

 1965年6月22日に 「日本国と大韓民国との間の基本関係に関する条約」が署

名され、同年12月18日に批准書を交換し、日韓両国の国交が正常化しました。

今年は日韓国交正常化60周年にあたります。6月23日記念式典がホテルニュー

オータニ博多で開催されました。 

 日本と韓国は互いに、国際社会の様々な課題への対応にパートナーとして協

力していくべき重要な隣国です。両国間には、隣国ゆえに存在する難しい問題

はあるものの、日韓関係の重要性は変わりません。 

 この60年の間、両国の関係には様々な局面がありました。一方、日韓では官

民双方で様々な交流・協力が積み重ねられています。 2024年には両国間の相

互の往来者数が1,200万人を超え、過去最多を大きく更新しました。 

 この60周年という節目の年を通じて、文化や芸術、学術、スポーツ、 社会

など幅広い分野で国民間、特に日韓関係の未来を担う若者の交流が更に活発と

なり、両国国民の間の相互理解がより一層深まっていくことを期待していま

す。 

 福岡県議会では、大韓民国慶尚南道議会と友好交流協定を2012年に締結して

います。今後も相互交流を通して日韓の深い友好関係を築き、両議会の議員間

の親善をより深め、議員交流のみならず経済的文化的交流を促進していく必要

性を感じます。 

 また今年3月26日から28日までの3日間の日程で、大韓民国・慶尚南道議会の

招聘を受け、当時の香原勝司議長、原口剣生日韓友好議員連盟会長をはじめと

する「大韓民国・慶尚南道議会友好訪問団」が大韓民国を訪問しました。世界

獣医師会の藏内勇夫次期会長と共に今回の覚書締結にご尽力いただいたアジア

獣医師会連合（FAVA）の許周衡（ホ・ジュヒョン）会長から、韓国におけるワ

ンヘルスの取り組みの現状についての説明と、ワンヘルスを推進するにあたっ

ての具体的な取り組みについて質疑が行われています。 

 令和7年4月1日、国土交通省から一般国道201号みやこ行橋バイパスの令和7年度新規事

業化が決定されました。一般国道201号はみやこ行橋バイパスは、交通渋滞の緩和や物流

活動の促進による産業の活性化に大きく寄与する大変重要な道路であります。 

 工藤宏行橋市長から、「ご協力いただきました自民党県議団をはじめとする県議の先生

方、福岡県庁の職員の皆様には心から感謝をしております。」と丁寧にお礼の電話が携帯

に入りました。。 

 それを受けて、6月定例会中の6月23日に、行橋市長、みやこ町長、行橋市議会議長、み

やこ町議会議長が、福岡県議会を訪問され、藏内勇夫議長、松尾統章自民党県議団会長、

松本國廣自民党県連会長、原口剣生自民党県連常任相談役、中尾正幸副議長をはじめ、県

連幹部役員、県議団役員に、お礼と今後の要望にご挨拶に来られました。両自治体の窓口

の地元県議として同席しました。 

国 道 2 0 1 号 み や こ 行 橋 バ イ パ ス 事 業 化 



県議会が提出する「意見書」について  

「新しい認知症観」に基づく認知症施策の推進を求める意見書 

  
 高齢化の進行に伴い、我が国の認知症の人の数は増加している。令和4年の認知症の高齢者数は約443万人、軽度認知障害（ＭＣＩ）の高齢者数は約559

万人と推計され、高齢者の約3．6人に1人が認知症又はその予備群といえる状況にあり、今後も増加することが見込まれている。 

 このような中、国は、認知症の人を含めた国民一人一人がその個性と能力を十分に発揮し、相互に人格と個性を尊重しつつ支え合いながら共生する活力

ある社会の実現を推進することを明記した「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」を制定するとともに、認知症施策を総合的かつ計画的に推進

するため、令和6年12月に「認知症施策推進基本計画」を策定した。 

 この計画では、広く国民が「認知症になってからも、一人一人が個人としてできること・やりたいことがあり、住み慣れた地域で仲間等とつながりなが

ら、希望をもって自分らしく暮らし続けることができる」という「新しい認知症観」を理解し、地域の多様な主体が「新しい認知症観」に立ち、それぞれ

自分ごととして、連携・協働して施策に取り組むことが求められている。 

 よって、国におかれては、「新しい認知症観」に基づく認知症施策の更なる充実・強化のため、次の事項について特に取り組むよう強く求める。 

 

 １．正しい知識と理解に基づく予防を含めた認知症への備えとしての取組、認知症の人と家族を社会全体で支える体制の構築や、地域の実情に応じた体 

   制づくりに対する恒久的な財政措置など、認知症の人が希望をもって自分らしく暮らし続けられる環境整備を行うこと 

 ２．認知症の発症メカニズムの解明と予防・治療に係る研究開発を加速化するなど、国による認知症に係る研究開発の促進を図ること 

 ３．認知症の危険因子の一つとされる難聴に係る正しい知識の普及啓発を図るとともに、市町村における聴力検査に係る助成や、身体障害者手帳の交付 

   対象とならない軽度・中等度の難聴者に対する聴覚補助機器等の購入支援など、難聴の早期発見・早期介入のための環境整備を行うこと 

  

 以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

 令和7年7月4日 

福岡県議会議長 藏 内 勇 夫  

  

衆議院議長  額賀 福志郎 殿 

参議院議長  関口 昌一  殿 

内閣総理大臣 石破 茂   殿 

厚生労働大臣 福岡 資麿  殿 

地方自治法において、普通地方公共団体の議会は、その地方公共団体の公益に関する事件について意見書（議会としての意思や 見解などを意見としてま

とめた書面）を国会または関係行政庁に提出することができるとされています。意見書には法的拘束力はありませんが、県民の代表である議会の総意とし

て尊重されます。本県議会が提出した意見書の多くが、関係行政庁においてその要望事項の全部または一部が趣旨にあった措置がなされたか、あるいは措

置される見込みがあるなど、何らかのかたちで実を結んでいます 。 

 ６月定例会において、「新しい認知

症観」に基づく認知症施策の推進を求

める意見書が提出されましたが、国の情報をいち早くキャッチして、令和7

年4月22日、心と体の自立を促進し健康長寿社会構築に貢献している国立長

寿医療研究センターの方々と一緒に、将来の高齢者対策事業で4つの自治体

（添田町、田川市、行橋市、北九州市）で説明に回っていました。 

 エビデンス(科学的根拠)にもとづき、社会実装していく取り組みです。長

寿医療を扱うナショナルセンターの一つである国立長寿医療研究センター

(長寿研)の櫻井孝研究所長から連絡もあり、面談の約束がありました。ま

た、一度長寿研を訪問して高齢者医療政策をじっくり聞こうと思います。  

健康長寿社会構築への貢献 



https://www.facebook.com/kouzakisatoshi https://twitter.com/kouzakisatoshi http://www.kouzakisatoshi.com/ 

福岡県議会での主な所属 

自民党福岡県議団                                                           

県民生活商工常任委員会 委員            

国際化・多文化共生社会調査特別委員会 副委員長   

福岡県消費生活審議会 委員                                                            

福岡県文化議員連盟 副会長                    

福岡県タイ友好議員連盟                                

福岡県森林・林業・林産業活性化促進議連            

福岡県日韓友好議員連盟 副会長 

福岡県日米友好議員連盟  

福岡県日中友好議員連盟 

福岡県国際交流推進議員連盟 

福岡県ベトナム友好議員連盟 

福岡県日台友好議員連盟 

福岡県防衛議員連盟                 

福岡県果樹振興議員連盟 

過疎地域活性化対策福岡県議員連盟               

産炭地域活性化対策福岡県議員連盟 

オイスカ国際活動促進福岡県議会議員連盟 

福岡県観光産業振興議員連盟             

福岡県地域公共交通事業振興議員連盟                   

福岡県スポーツ議員連盟                       

九州・沖縄未来創造会議 

九州の自立を考える会 

日本会議福岡支部                       

田川直方バイパス延伸推進期成会 顧問             

田川広域観光協会 理事                       

下関北九州道路整備促進福岡県議会議連        

福岡県日田彦山線沿線地域振興推進協議会 委員 

略歴 

昭和５３年 添田町立添田中学校卒業 

昭和５６年 福岡県立田川高等学校卒業卒業      

昭和６０年 日本大学商学部会計学科卒業           

昭和６０年 麻生セメント株式会社入社              

平成 ２年 株式会社麻生情報システム転籍（分社化）    

平成１２年 株式会社麻生情報システム 取締役        

平成１３年 株式会社麻生情報システム 代表取締役     

平成２３年 福岡県議選（田川郡区） 初当選          

平成２７年 福岡県議選（田川郡区） ２期目当選     

平成３１年 福岡県議選（田川郡区） ３期目当選   

令和 ５年 福岡県議選（田川郡区） ４期目当選 

福岡県議会議員補欠選挙（田川市選挙区）浦田大治氏が初当選 第62回筑豊地区空手道選手権大会  

福岡県立東鷹高等学校体育大会  

添田東地区公民館文化講演会 

福岡県立田川高等学校入学式 

添田町立添田小学校・添田中学校 新校舎落成式  

 令和4月5日、添田町立添田小学校・添田中学校の新校舎落成式が多くの関係者のご参集の下で開催されました。心からお慶び申

し上げます。 

 来賓出席してきましたが、地元添田町で添田小学校・添田中学校出身という事で、ご挨拶をさせて頂きました。 

 今、全国各地の地方では、過疎化が進み人口減少に歯止めがかからない状況が続きていますが、添田町でも少子高齢化に伴う過

疎化が一層進んでいる状況から、学校においても統合問題が避けられないといった課題がありました。 

 また学校現場では小学校から中学校への移行期における学習面の不安や人間関係づくりなどの心理的負担の軽減、いわゆる中一

ギャップの解消も図る必要もあります。 

 そのため現在、児童生徒がゆとりを持って落ち着いた学校生活をおくることができるように小中一貫教育の設置もされてきたと

ころです。 

 一方、義務教育学校の取り組みにも様々な課題も指摘されている中で、この度、添田小学校と中学校が同じ敷地・同じ学び舎

で、それぞれ校長先生が学校の特色を生かした学校経営を運営していくことは、非常に注目されてくる取り組みだと思います。 

 是非、行政・学校・地域が一丸となって素晴らしい学校になることを心から祈念するとともに、関係各位の皆様のご努力・ご尽

力に敬意を表し、感謝を申し上げます。 


